
公共交通分野におけるオープンデータ推進に関する検討会 「中間整理」概要①

１．検討の背景 ２．首都圏における情報提供の現状

・我が国では、各種政府方針等に基づき、オープンデータを推進。
・昨年末に「官民データ活用推進基本法」が施行。同法に基づく基本計画を策定中。
・諸外国においても、ICT技術の進展等に伴い、国を挙げてオープンデータを推進。

・今日、我が国の公共交通分野の情報提供は、経路検索等の充実により相当程度進展。
・これに加え、オープンデータ化の取組が進めば、より一層の利用者利便の向上や、
2020年東京オリ・パラ大会期間中における円滑な輸送への寄与が期待。

○ 交通事業者による情報提供
・ホームページ、アプリ、その他（列車内ディスプレイ、
バス停留所の表示機等）による情報提供。

○ コンテンツプロバイダや検索サイトによる情報提供
・複数の交通モード・複数の交通事業者を含めた最適
なルートがシームレスに案内。
・鉄道の遅延等の運行情報もリアルタイム性が向上。

３．オープンデータ推進に向けた論点

＜オープンデータ化のメリット＞
①交通事業者の事業運営上のメリット
・遅延発生時等に自社の駅員や乗務員とともに同業他社や他の交通機関
にも情報提供。振替輸送の円滑な誘導等の交通事業者間の連携が促進。
・社内業務コストの削減、交通事業者サイドのアプリ開発コストの低減
等が期待。 等

②利用者利便の向上につながる新たなサービスの創出
・複数の交通機関にまたがるリアルタイム情報提供が実現。
・個々の交通事業者のみでは十分に対応できない利用者の多様なニーズに対
応可能 （移動制約者への対応や多言語対応等）。新たなニーズの掘り起こし。
・災害情報、生活情報、観光情報等の交通以外の情報との連携が可能。等

③その他
・2020年東京オリ・パラ大会における交通需要管理に効果が期待。等

＜メリットに対する交通事業者の不安＞
・オープンデータ化により可能となる具体的サービスのイメージが困
難であり、費用対効果が不明確。
・アプリ開発等へ実施したこれまでの投資への考慮も必要。等

＜議論の方向性＞
・オープンデータは将来の我が国公共交通の諸課題を解決する可能性。
・他方、民間交通事業者の新たな投資には、費用対効果の明確化が
特に求められるが、事前の想定は困難。交通事業者にジレンマ。
・このため、オープンデータ化によりデータへのニーズを顕在化させ、
オープンデータ化のメリット（将来の姿、可能性） を実感できるシー
ンの設定（実証実験等）が有効。

＜コストの存在＞
・オープンデータ化による初期投資・運営、不正利用の監視に係る費用。

＜コスト負担の主体＞
・戦略的投資として交通事業者自ら負担すべき。
・オープンデータ化は交通事業者の責務、ＣＳＲの派生、ビジネス
という位置づけにより、コスト負担の考え方も変化。
・受益者の範囲のとらえ方によっても異なる。
・ビジネスの中に組み込んでいくことが重要。

＜適切なコスト回収によるデータの流通促進＞
・データの商用利用禁止はアプリ開発者のインセンティブを阻害。
・データ流通には中間情報管理機関によるビジネス化の後押しが必要。

＜コスト低減の方策＞
・上流でのデータ整備実施が有効。行政手続とのリンクも有効。
・中間情報管理機関のワンストップ的な仲介が有効。

＜議論の方向性＞
・公共交通に関する情報提供は、利用者の利便性向上、利用促進に有
効であり、できる限り交通事業者が負担するのが望ましい。
・ただし、オープンデータ化のコスト負担の考え方は、交通事業者の責
務、ＣＳＲの派生、ビジネスというオープンデータそのものに対する考え
方又は受益者の範囲のとらえ方等によっても異なるもの。
・このため、コスト負担のあり方については今後とも幅広い議論が必要。
・また、オープンデータ化されたデータの活用促進には、商用利用の促
進が必要。
・中間情報管理を行うワンストップ組織へのデータ集約やデータ整備の
容易化により交通事業者の負担軽減の可能性。

オープンデータによるメリットについて コスト負担のあり方について
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４．当面の取組
2020年東京オリ・パラ大会を我が国公共交通の良さを世界にアピールする場ととらえ、当面、官民連携し、以下の事項について取り組むべき。

官民連携による実証実験

オープンデータのメリットや費用対効果の明
確化、公共交通データへのニーズの掘り起こ
し、データ管理に関するリスク・不安の払拭

運行情報（位置情報等）、移動制約者の移動
に資する情報のオープンデータ化の検討

利用者ニーズが特に高い運行情報及びユニ
バーサルデザインを考慮した移動に資する情
報についての重点的な検討

地方部における
オープンデータ化の推進

地域公共交通の再生・活性化や地方への
訪日外国人の誘客

３．オープンデータ推進に向けた論点（続き）

＜想定されるリスク＞
・不適切な利用（改ざん、ねつ造による虚偽情報の流布等）
・不適切な管理（情報更新の放置等）
・交通事業者への利用者の苦情など、レピュテーション（評判）リス
クへの対応。

＜想定されるリスクに対する対応策＞
・責任分界点を利用規約において明確に規定。
・APIへのアクセスを停止する措置。
・オープンデータ化する際、海外ではアセスメントや複数のステー
クホルダーによるチェック等を実施。

＜議論の方向性＞
・オープンデータ化は、情報管理の責任分界点の考え方を変更す
るものであり、交通事業者に一定の不安が存在。
・このため、一部交通事業者の先行的な取組や実証実験等を通じ
て、問題は生じないことを周知・広報して、交通事業者の不安を
軽減させる取組が必要。
・また、海外で導入されているアセスメントやマルチステークホル
ダープロセスに関する研究もこのようなリスクへの懸念払拭の一
助となる可能性。

リスク及びその対応策について

＜オープンデータ化の推進＞
・サービスの多様化・付加価値の向上のために推進すべき。

＜ビジネスベースでの推進＞
・各交通事業者自ら提供するアプリとの適切な棲み分けが必要。
・既にビジネスモデルが確立。現行のビジネスモデルで支障なし。

＜オープンデータ化に当たっての課題＞
・データが加工・販売されている既存事業スキームとの調整・整理が課題。

＜他の領域でのオープンデータ化の推進＞
・利用者ニーズの高い運行情報（位置情報等）や車いす利用者等の
移動制約者等の移動に資する情報。
・地方部の交通情報。

＜議論の方向性＞
・既にビジネス化されている領域のデータであっても、できる限り安価
でかつ制約の少ない状態で流通するよう、できる限りオープンデー
タ化の方向で努力すべき。
・他方、既にビジネスとして成立している現実を踏まえると、この領域
での早急なオープンデータ化は難しい側面も存在。
・このため、当面、運行情報（位置情報等）や移動制約者等の移動に
資する情報、データが未整備の地方部の公共交通機関の静的情報
について、オープンデータ化の検討が必要。

民間の自主的な取組として、東京圏の主要な交通事業者、ICT事業者等をメンバーとする公共交通オープンデータ協議会がオープンデータ
化を推進。2020年東京オリ・パラ大会に向けて、官民の関係者が一丸となってこの取組をさらに加速・拡大させていくことが重要。

ビジネス化されている領域でのオープンデータのあり方について


